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ARPU Average Revenue Per Userの略。加入者一人当たりの平均利用月額 1-4-2（1）

ASP

索引

A

B

C

D

E

Application Service Providerの略。各種業務用ソフト等のアプリケー
ションソフトをデータセンター等において運用し、当該ソフト等をインターネ
ット経由でユーザー（企業）に提供する事業者

1-3-1（5）

ATRAC3
Adaptive TRansform Acoustic Coding 3の略。MDで用いられている

音声圧縮技術であるATRAC技術を改良したもの。音楽配信サービス等に採用さ
れている

1-2-5（3）

BBS Bulletin Board Systemの略→電子掲示板の項を参照 1-2-2（3）

Bluetooth

携帯電話、ノートパソコン、PDA等におけるデータ通信用の通信規格。
2.4GHz帯の電波を利用し、1～2Mbpsの速度で通信を行うことが可能であり、
通信範囲は10m程度。電波を利用するため、赤外線通信とは異なり、遮へいす
るものがあっても通信が可能であることが特長

1-4コラム

BS放送
静止衛星を用いて行われる放送のうち、放送専用の衛星（Broadcasting

Satellite）を用いるもの。なお、通信衛星（Communication Satellite）を
用いて行われる放送はCS放送

2-3-2（3）
3-3-2（2）

B2B
Business to Businessの略。一般にインターネット等を活用した企業間商取
引のこと。電子商取引を分類するときに、B2BとB2C（企業－消費者間商取引）
に分けることが多い

1-3-2

B2C
Business to Consumerの略。一般にインターネット等を活用した企業ー

消費者間商取引のこと。電子商取引を分類するときに、B2B（企業間商取引）
とB2Cに分けることが多い

1-3-2

CDMA
Code Division Multiple Accessの略。符号分割多重接続。携帯電話では

cdmaOne、CDMA 1X、CDMA2000、W-CDMAなどのサービス、方式に
使われている

1-4-2（1）

CDMA2000

ITU（国際電気通信連合）の勧告によりIMT-2000は5つの無線方式を採用し
たが、その1つ。CDMA2000は米国がITUに提案した方式。第2世代携帯電話
の一方式であるcdmaOneの拡張方式であり、システム移行を容易にするため、
同方式との互換性を重視している。我が国では、KDDIが採用→W-CDMA

1-4-2（1）

CIO
Chief  Information Officerの略。経営戦略と情報通信戦略の統括・調整を担
当する役員

2-7-2（1）

CS放送 →BS放送の欄を参照
2-3-2（3）
3-3-2（2）

COP3
The 3rd session of the Conference Of the Parties to the United

Nations Framework Convention on Climate Changeの略。1997年12月
に京都で開催された「気候変動に関する国際連合枠組条約」第3回締約国会議

1-1コラム

DoS攻撃
Denial of Serviceの略。サービス不能化攻撃。標的となるコンピュータや

ルーターに大量のデータを送りつけてシステムをダウンさせる攻撃。不正アクセ
スの一つ

1-5-1（2）

DSL
Digital Subscriber Lineの略。デジタル加入者回線。電話用のメタリック

ケーブルにモデム等を設置することにより、高速のデジタルデータ伝送を可能と
する方式の総称

1-4-1

e-Gov
Electronic Government（電子政府の総合窓口）の略。各府省がホームペ
ージで提供している行政情報の総合的な検索・案内サービスを提供している

3-5-2（1）

e-Japan戦略

内閣総理大臣を本部長とするIT戦略本部が、平成13年1月に我が国が5年以
内に世界最先端のIT国家となることを目指し策定したIT国家戦略。同戦略の利用
環境整備目標が達成されたこと等を踏まえ、平成15年7月にはIT利活用の推進
を図るe-Japan戦略Ⅱが同本部において策定された

3-1-1
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eラーニング
インターネット等の電磁的手段を利用した学習形態。広義での通信教育の一つ。
必要な学習内容だけを受講できることや、教師と生徒がリアルタイムでやりとり
できること、動画・音声を利用した学習教材の利用が容易であること等が特長

１-2コラム
1-2-6

ETC

索引

E

F

G

I

Electronic Toll Collectionの略。有料道路の料金所に設置されたアンテナ
と車両に搭載した車載器との間の無線通信により、車両を停止することなく自動
的に料金の支払いを処理するシステム

3-3-1（7）

FMC
Fixed-Mobile Convergenceの略。固定電話（ Fixed）と移動電話

（Mobile）を収束（Convergence）させるサービス。利用者は固定通信網と移
動通信網を意識することなく利用できる

1-4コラム

FTTH
Fiber To The Homeの略。各家庭まで光ファイバケーブルを敷設すること

により、数10～最大100Mbps程度の超高速インターネットアクセスが可能
1-4-1

FWA
Fixed Wireless Accessの略。加入者系無線アクセスシステム。P-P（対

向）方式、P-MP（1対多）方式があり、それぞれ最大百数十Mbps、10Mbps
の通信が実現可能

1-4-1

GPS
Global Positioning Systemの略。全地球測位システム。米国が打ち上げ

た24個の人工衛星からの電波を利用して正確な軌道と時刻情報を取得すること
により、現在位置の緯経度や高度を測定するシステム

1-1-4（2）

ICT Information & Communications Technologyの略。情報通信技術←→IT 1-1-1

ID
Identification numberの略。複数のユーザーが利用するコンピュータ等で

用いられているユーザーを認識するための識別符号。一般的には、英数字の組み
合わせからなる番号を与えられることが多い

1-5-1（3）

iDC

Internet Data Centerの略。インターネット上でデータの保管等のアウト
ソーシングを受け、データ等を保管・管理するサービス。インターネットデータ
センター。高度なセキュリティ環境を有し、サーバーやストレージ等を大量に保
管・管理するもの

1-3-1（5）

IMT-2000

International Mobile Telecommunications-2000の略。第3世代移動通信
システム。主な特長は、①世界共通に分配された主に2GHz帯の電波を用いて世
界中のどこでも使用できるグローバル通信サービス、②最大2Mbpsの高速デー
タ通信が可能な高速・高品質な通信

3-3-1（5）

IP
Internet Protocolの略。インターネットによるデータ通信を行うための通

信規約
1-4-3

IP電話
通信ネットワークの一部又は全部においてIP（インターネットプロトコル）技
術を利用して提供する音声電話サービス

1-4-3

IPv6
Internet Protocol version 6の略。現在広く使用されているインターネット
プロトコル（IPv4）の次期規格であり、IPv4に比べて、アドレス数の大幅な増
加、セキュリティの強化及び各種設定の簡素化等が実現できる

3-3-1（1）

IPアドレス

インターネット等のTCP/IP環境に接続されているコンピュータの識別番号。
同じ識別番号が重複しないように、IANA（Internet Assigned Numbers
Authority）から各RIR（地域インターネットレジストリ、アジアはAPNIC）
へアドレスブロックが割り振られ、さらにNIR（国別インターネットレジスト
リ、日本の場合はJPNIC）に割り振られる

3-3-1（3）

IP-VPN
Internet Protocol-Virtual Private Networkの略。電気通信事業者の閉

域IP通信網を経由して構築された仮想私設通信網。IP-VPNを利用することによ
り、遠隔地のネットワーク同士をLAN同様に運用することが可能

1-4-3

ISDN
Integrated Services Digital Networkの略。総合デジタル通信サービス。電
話、データ通信等のサービスを統合的に取り扱うデジタル通信網

1-4-1

ISP →インターネット・サービス・プロバイダの項を参照 1-5-3

IT Information Technologyの略。情報通信技術←→ICT はじめに

IT戦略本部

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部。ITの活用により世界的規模で生
じている急激かつ大幅な社会経済構造の変化に適確に対応することの緊要性にか
んがみ、高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に
推進するために、平成13年1月、内閣に設置された

3-1-1



VOD
Video On Demandの略。利用者からの要求に応じて、映像コンテンツを配信す
るサービス

1-2-5（4）
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ITS

Intelligent Transport Systemsの略。高度道路交通システム。最先端の情
報通信技術を利用して、ナビゲーションシステムの高度化、将来の自動運転を目
標とした安全運転の支援、有料道路でのノンストップ自動料金支払いシステム等
により交通の安全や効率性の向上を実現

3-3-1（7）

ITU
International Telecommunication Union の略。国際電気通信連合。189
の国・地域から成り、電気通信に関する国際連合の専門機関として、国際的な周
波数の分配、電気通信の標準化、開発途上国に対する支援などを行う

1-4-1
3-9-1（4）

IX
Internet eXchangeの略。インターネット･サービス･プロバイダ（ISP）相

互間を接続する接続点。この相互接続により、異なるプロバイダに接続している
コンピュータ同士の通信が可能

1-5-3

JPドメイン
トップレベルドメイン（ドメイン名の最も右側の文字列）が「.jp」であるドメ
イン。世界各国に割り振られる国別ドメイン名のうち、日本向けのドメイン名で、
日本レジストリサービス（JPRS）が登録管理業務を行う

3-3-1（3）

LAN
Local Area Networkの略。企業内、ビル内、事業所内等の狭い空間においてコ
ンピュータやプリンター等の機器を接続するネットワーク←→WAN

1-3-5

LCD
Liquid Crystal Displayの略。液晶ディスプレイ。電圧により液晶の向きを変え
ることにより映像を映す表示装置

1-4-5

LGWAN Local Government Wide Area Networkの略→総合行政ネットワーク 3-5-3（1）

MP3
MPEG Audio Layer-3の略。動画像圧縮方式であるMPEG-1で利用される音
声圧縮方式の一つ

1-2-5（3）

MSO
Multiple Systems Operatorの略。多数のケーブルテレビ局を運営する事業
者

2-3-1（1）

NCC
New Common Carrierの略。通信自由化により新規参入した電気通信事業者の
総称

2-2-2（1）
2-2-3（1）

NTSコスト
Non-Traffic Sensitive Costの略。通信量に依存しないコストのことで、一
般的には電話加入者回線のコストを指す

3-2-1（1）

MVNO
Mobile Virtual Network Operatorの略。仮想移動体通信事業者。周波数の
割当てを受けず、既存の移動系電気通信事業者の提供する電気通信サービスを利
用して、エンドユーザーに対して移動通信サービスを提供する電気通信事業者

2-9-3

OECD
Organisation for Economic Co-operation Developmentの略。経済協力
開発機構。30の国から成り、経済・社会政策を協議し国際政策等の調整を行う機
関

3-9-1（2）

OS
Operating Systemの略。コンピュータシステム全体を管理する基本的なソ

フトウェア
1-3-1（3）

PCサーバー
パソコンと同じアーキテクチャで、主にインテル社のパソコン用CPUあるいは
その互換CPUを使用したサーバー

1-3-1（2）

PDP
Plasma Display Panelの略。2枚のガラスの間に高圧のガスを封入し、そこ
に電圧をかけることによって発光させる表示装置

1-4-5

P2P

Peer to Peer（ピア･トゥ･ピア）の略。又はPtoPとも表記。従来のクライアン
ト･サーバー型のシステムのようにサーバーに集められたデータを引き出して複数
の端末（クライアント）で利用するのではなく、パソコン等のあらゆる端末に保
存されたデータを直接やりとりするシステム及びサービス

1-2-5（2）

RFID →電子タグの項を参照 1-1-4（5）

SNS
Social Networking Service（Site）の略→ソーシャルネットワーキングサ
ービス（サイト）の項を参照

1-2-3（1）

UNIXサーバー
OSがUNIX系であるサーバー。ただしLinuxやFreeBSDをOSとするPCサーバ
ーは含まないことが多い

1-3-1（2）

VICS
Vehicle Information and Communication System（道路交通情報通信シ
ステム）の略。車内にいながらリアルタイムに渋滞情報や規制情報といった道路
交通情報を知ることができる

3-3-1（7）

索引

I

J

L

M

N

O

P

R

S

U

V
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W-CDMA
Wideband Code Division Multiple Accessの略。ITUの勧告によるIMT-

2000の無線方式の1つ。我が国と欧州がそれぞれITUに提案した方式を一本化し
たもの。我が国では、NTTドコモグループとボーダフォンが採用

1-4-2（1）

WAN Wide Area Networkの略。遠隔地間で構築されるネットワーク←→LAN 1-3-5

WMA Windows Media Audio の略。音声圧縮方式の一つ 1-2-5（3）

アウトソーシング
社内（組織内）で行ってきた専門的な業務を外部に委託することによって効率
化を図る経営手法

1-3-1（6）

イーサネット IEEE802.3委員会で標準化された、LAN等に使われるネットワークの規格 1-4-3

委託放送事業者
受託放送事業者（受託国内放送をする無線局の免許を受けた者）に委託して、自
己の放送番組をそのまま送信させる業務を行うことに関し総務大臣の認定を受け
た者

2-3-1（1）

インスタント
メッセンジャー

インターネット上でチャットを行うことができるアプリケーション 1-2-2（3）

インターネット・サ
ービス・プロバイダ

インターネットへの接続サービスを提供する事業者。ISPとも呼ぶ 1-5-3

インターネット・
ガバナンス

インターネット全体を円滑に機能させ、安定的に運用するための活動及び体制
と考えられているが、その具体的内容については様々な見解がある。WSIS第1フ
ェーズの結果、その定義を含め、国連事務総長が設置するWGにおいて今後検討
が行われることとなった

3-9-1（4）

インターネット
リテラシー

インターネットを使いこなす能力 1-2-1

インターネットVPN
インターネットを利用して構築されるVPN（Virtual Private Network:仮想
私設通信網）。オープンなインターネットを利用しながらも、暗号技術の利用によ
って専用線のような閉域性とセキュリティを実現したネットワーク

1-4-3

ウイルス
電子ファイル、電子メール等を介して次々と他のコンピュータに自己の複製プ
ログラムを潜伏させていき、その中のデータやソフトウェアを破壊するなどの害
を及ぼすコンピュータプログラム

1-5-1（2）

ウイルスチェック
プログラム

コンピュータウイルスを検出･除去する機能を持つアプリケーション 1-5-1（2）

ウェブサーバー
インターネット上で文書や画像の情報をやりとりするするためのサーバーの一
種で、ウェブサイト（いわゆるホームページ）用のサーバー

1-3-1（3）

エクストラネット
インターネットの標準技術を用いて特定の企業間（組織間）を接続したネット
ワークであり、部外者には利用できないサービスやデータがある

1-3-5

オープンソース
ソフトウェア

一般には、ソフトウェアの設計図に該当するソースコードを、インターネット
等を通じて無償で公開し、誰でも改良、再配布することができるようにしたソフ
トウェアを指す。厳密な定義はOSI（Open Source Initiative）という団体によっ
て与えられている

1-3-1（3）

オフコン オフィスコンピュータの略称で、事務処理用に特化した小型のコンピュータ 1-3-1（2）

オンラインゲーム ネットワークを介して複数の人が同時に参加・利用できるコンピュータゲーム 1-2-6

霞が関WAN
各省庁のLANを結ぶ省庁間ネットワーク（Wide Area Network）。平成9年1月
に運用開始

3-5-3（1）

携帯情報端末

日常的に持ち歩くことを想定して設計された小型のコンピュータ。PDA
（Personal Digital Assistant）とも呼ぶ。個人情報等を管理する電子手帳の機
能に加えて、パソコンと連携することでデータベースとしての機能を持つものが
多い

1-2-1

掲示板 →電子掲示板 1-2-2（1）

ケーブルインター
ネット

ケーブルテレビ用のケーブルを用いて提供するインターネット接続サービス。こ
れにより高速の常時接続サービスを提供

1-4-1

索引

W

あ

い

う

え

お

か

け

広域イーサネット
通信事業者の提供するイーサネット網を利用し、離れた場所にある複数のLAN
を接続した大型ネットワーク

1-4-3
こ
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公衆無線LAN
ホテル･レストラン等の店舗や、空港･駅などの公共空間で、無線LAN等の無線
アクセス機器を設置し、高速インターネット接続サービスを提供している場所

1-4-2（3）

公的個人認証
サービス

都道府県知事と市区町村長が連携し、利用者に電子証明書等を交付するサービ
ス。本サービスにより、オンラインにおける利用者の本人性の確認と改ざんの有
無を検知することができる

3-5-3（3）

コミュニティ放送
市町村単位を放送エリアとするFM放送。放送エリアが小さく、より地域に密着
した番組を放送していることが特徴

2-3-2（2）

コンテンツ
文字・画像・動画・音声・ゲーム等の情報全般、またはその情報内容のこと。電
子媒体やネットワークを通じてやり取りされる情報を指して使われる場合が多い

1-2-5（2）

サイト
英語で「敷地、位置」のこと。転じて、インターネットの場合には、ウェブペ
ージ等のコンテンツがおかれている場所。ウェブサイト

1-2-4（1）

サーバー

ネットワーク上でサービスや情報を提供するコンピュータのこと。インターネ
ットではウェブサーバー、DNSサーバー（ドメインネームサーバー）、メールサ
ーバー（SMTP／POPサーバー）等があり、ネットワークで発生する様々な業務
を内容に応じて分担し集中的に処理
・ウェブサーバー：ホームページなどのコンテンツを収め情報提供を行うもの
・DNSサーバー：IPアドレスとドメイン名の変換を行うもの
・SMTP／POPサーバー：電子メールの送受信を行うもの

1-3-1（3）

産業連関表

一国の国民経済の相互依存関係について、特に産業間の生産技術的な相互依存
関係を中心にまとめた行列。一国において一定期間に産業が生産した財・サービ
スが、縦の列の投入高（費用額）と横の行の産出高（販売額）の行列形式で表さ
れており、投入産出表（I-O表）と呼称

2-1-1

情報システムの
オープン化

オープンシステム（仕様が公開されていない特定のメーカーの製品だけで構築
するのではなく、外部仕様が公開された様々なメーカーの製品で構築するシステ
ム）に置き換えること

1-3-1（4）

住民基本台帳ネット
ワーク

住民基本台帳の本人確認情報（4情報:氏名・住所・生年月日・性別、住民票コ
ード及びこれらの変更情報）により全国共通の本人確認を可能とする地方公共団
体のネットワーク

3-5-3（2）

準天頂衛星

地球周回軌道のうち静止軌道を約45度傾けた軌道上を周回する人工衛星。少
なくとも3機以上の人工衛星を互いに同期して配置することにより、常に1つの
人工衛星が日本の天頂付近に滞留することになるため、ビル等の構造物に影響を
受けない通信サービスの提供が可能となることが特長

3-8-2（3）

常時接続

接続時間や伝送量等に関わらず定額で利用できるサービスによるインターネッ
ト接続のこと。ADSL、ケーブルテレビインターネット、FTTH等のブロードバ
ンド回線では一般的なサービスであるが、ISDN等のナローバンド回線でも同様
のサービスが提供されている

1-4-1

信書便事業

民間事業者が行う信書の送達の事業のこと。平成15年4月に施行された「民
間事業者による信書の送達に関する法律（信書便法）」により、総務大臣の許可
制の下、従来、国の独占とされてきた信書の送達の事業へ民間事業者の参入が可
能となった。
信書便事業には、全国全面参入型の「一般信書便事業」と急速便等の高付加価
値役務を提供する「特定信書便事業」の二つの事業類型がある

2-4-4
3-10-1

数量化Ⅱ類

あるサンプルが持つ情報（質的データ）から、そのサンプルがどのグループに
属するかを求める方法。例えば、ある人の属性（性別、年齢等）から、その人が
インターネット利用者なのか未利用者なのかを判別する式を求めたい場合に用い
られる。この分析の途中で算出される各属性に対する重み付けの数字を用いて、
各属性がグループ分けに与える影響力の大小を判断することができる

1-5-2（2）
1-5-2（3）
1-5-2（4）

スパイウェア
パソコン内のアクセス履歴等の個人情報を収集し、外部に送信するプログラ

ム。ユーザーに気付かれないようにバックグラウンドで動作するためユーザーは
スパイウェアがインストールされていることに気付いていないことが多い

1-5-1（4）

生産関数
一定の単位（工場・企業、一国経済など）の生産期間における生産要素の投入
量と財の産出量との関係を表す数式

2-1-5（2）
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世界情報社会
サミット（WSIS）

ITU全権委員会議や国連総会における決議を踏まえ、情報社会についての世界共
通のビジョンの確立及び理解の促進を図ることを目指し、国連行事として2003
年にジュネーブ（スイス）で第1回が開催された。2005年には、チュニジアで開
催される予定

3-9-1（4）

セキュリティポリシー
企業等において、情報セキュリティを確保するための対策や体制等を定めた基
本方針

1-5-1（2）

総合行政ネットワー
ク

地方公共団体間を相互に接続する行政専用ネットワーク。平成13年度までに都
道府県・政令指定都市、平成15年度中にすべての市町村が参加。国のネットワー
クである霞が関WANとも接続

3-5-3（1）

ソーシャルネットワ
ーキングサービス
（サイト）

インターネット上で友人を紹介しあって、個人間の交流を支援するサービス（サ
イト）。誰でも参加できるものと、友人からの紹介がないと参加できないものがあ
る

1-2-3（1）

タイムビジネス
電子商取引等の分野で流通・保存される電子データに対し信頼を与えるため、時
刻配信と時刻認証を行う業務

3-4-1

ダイヤルアップ 電話回線を経由してコンピュータをインターネットに、その都度接続すること 1-4-1

第一種電気通信事業
自ら電気通信回線設備を設置し、電気通信サービスを提供する事業とされてい
た。現状では、電気通信事業法の改正より第一種・第二種の区分は撤廃された

2-2-1（2）

第3世代携帯電話 →IMT-2000の項参照
1-4-2（1）
3-3-1（5）

第二種電気通信事業

自ら電気通信回線設備を持たず、第一種電気通信事業者から回線設備を借りて
電気通信サービスを提供する事業とされていた。なお第二種電気通信事業は、国
際通信サービスを提供する事業及び公専公接続（専用線の両端に公衆網を接続す
るもの）により音声を伝送するサービスを提供する特別第二種電気通信事業と、そ
の他の一般第二種電気通信事業とに区分されていた。現状では、電気通信事業法
の改正により第一種・第二種の区分は撤廃された

2-2-1（2）

第4世代移動通信
システム

IMT-2000の次の世代となる携帯電話の規格。2010年の実用化を目指して、
規格の策定作業が進展

3-3-1（5）

ダウンロード
ネットワーク上の他のコンピュータにあるデータ等を、自分のコンピュータへ
転送し、自分のコンピュータに保存すること

1-5-3

チャット インターネットを利用して、リアルタイムで文字をタイプし、会話をすること 1-2-2（1）

デジタルアーカイブ
博物館、美術館、公文書館や図書館の収蔵品や蔵書をはじめ、有形・無形の文
化資源等をデジタル化して保存・蓄積・修復・公開し、ネットワーク等を通じて
利用を可能とする施設

3-6-1（2）

デジタル・ディバイド
インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者
の間に生じる格差

1-5-2（1）
3-7-3

デジタル放送
デジタル信号を用いて放送する方式。また、その放送。高品質な放送が可能で、
既存のアナログ放送に比べて電波の利用効率が高い、コンピュータ等との相互接
続が容易であることが特長

3-2-2
3-3-2

テレワーク

情報通信を活用した遠隔勤務型のワークスタイル。テレワークの形態としては、
本社から離れた近郊の事務所に出勤して仕事をする「サテライトオフィス勤務」、
自宅に居ながら仕事をする「在宅勤務」、携帯情報端末を利用して移動先でも仕事
をする「モバイルワーク」等がある

2-7-2（3）
3-7-2コラム

電子掲示板
インターネット上に開設された掲示板。様々な利用者によって電子化された掲
示情報の書込みや閲覧をすることが可能

1-2-2（1）

電子商取引 インターネットを用いて財やサービスの受発注を行う商取引等の総体のこと 1-3-2

電子タグ
ICチップとアンテナで構成され、電波を用いてICチップに格納された識別デー
タや履歴情報等の読み取りが可能であり、書き込みが可能なものもある

1-1-3
1-1-4（5）
3-8-2（2）

電子マネー
インターネット上の電子商取引等で利用される、貨幣価値を電子化したものの
総称

1-1-4（1）

電力線搬送通信
電力を供給する電力線を利用してデータ通信を行うもの。家庭の電気コンセン
トからのインターネット接続や室内のネットワークの構築などが可能

3-7-4（2）
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ドメインネーム
ドメイン名

インターネットに接続されたコンピュータを識別するためのもので、いわば、イ
ンターネット上の住所。コンピュータの識別番号を数字だけで表記するIPアドレ
スコード（例：211.133.250.131）に対し、人間が判りやすいアルファベット
で表した別名でコンピュータを、存在する地域や所有する組織の属性などを用い
て標記（例：総務省のホームページアドレスでは、「www.soumu.go.jp」の部分
をいう）

3-3-1（3）

トレーサビリティ

「トレース（Trace:追跡）」と「アビリティ（Ability：可能性）」を組み合わせ
た合成語。Traceability。もともとは工業製品等の商品の履歴、所在を追跡する
方法の概念で、ISO（International Organization for Standardization：国際標
準化機構）により「記録物によって、その履歴、転用または所在を追及できる能
力」と定義されている

1-1-4（5）

ナローバンド回線
55.6kbps以下のモデム接続やISDN等、低速のインターネット接続回線←→ブ
ロードバンド回線

1-4-1

日本語JPドメイン名
ドメイン名のうちASCII言語（アルファベット）以外での言語を使用したドメイ
ン名（国際化ドメイン名）のうち日本語を利用したもの（例：www.総務省.jp）

3-3-1（3）

認証業務
電子的手段によって、相手方が本人か、文書が真正なものであるかどうかなど
を証明する業務

3-4-1

ネットオークション
インターネット上で物品の売買をしようとする者のあっせんをオークションの
方法により行うサービス

1-2-4（2）

ネットショッピング インターネット上に開設した店舗（店舗サイト）を利用して買い物をすること 1-2-4（1）

ネットバンキング
インターネット上に開設されたサイトを利用して、振込・残高照会等、各種銀
行手続を行うこと

1-2-4（2）

バリアフリー
障害を有する人が利用するにあたって支障が無いような設計をすること。また
は、そのように設計されたもの

3-7-3（2）

番号ポータビリティ
携帯電話の利用者が、加入している事業者を変更する際にこれまでと同じ番号
を引き続き使用できる制度

3-3-1（4）

ピアリング
ISP間で、お互いに相手方ISP宛のトラヒックを交換し合うこと。IXで行われる
パブリック・ピアリングと、IXを介さないプライベート・ピアリングをいう←→IX

1-5-3

非接触ICカード
アンテナが内蔵され、外部の読み取り装置が発信する弱い電波を利用してデー
タを送受信するICカード。読み取り装置に近づけるだけで高速なデータ処理が可
能。動作原理は電子タグと同様

1-1-3
1-1-4（1）

ビデオ・オン･
デマンド

→VODの項を参照 1-2-5（4）

ファイアウォール
ネットワーク外部からのアクセスを制御するシステム。不正アクセスの防御壁
としての役割を果たす

1-5-1（2）

ファイルサーバー ネットワーク上でファイルを共有するためのサーバー 1-3-1（3）

振り込め詐欺 いわゆる「オレオレ詐欺」、「架空請求詐欺」、「融資保証金詐欺」を総称したもの 3-7-1

フィッシング
金融機関等からの電子メールを装い、電子メール受信者に偽のホームページに
アクセスするよう仕向け、そのページでクレジットカード番号・ID・パスワード
等の個人の金融情報を入力させるなどして、個人情報を不正に入手する行為

1-5-1（3）
3-7-1

不正アクセス
政府機関、企業、団体等の内部のコンピュータ･ネットワークに外部から正規の
手続を経ずに不正に侵入する行為

1-5-1（2）

プラットフォーム
情報通信技術を利用するための基盤となるハードウェア、ソフトウェア、ネッ
トワーク事業等。また、それらの基盤技術

3-8-2（2）

ブログ
Weblog（ウェブログ）の略。ホームページよりも簡単に個人のページを作成
し、公開できる。個人的な日記や個人のニュースサイトなどが作成・公開されて
いる

1-2-3（1）

ブロードバンド回線
FTTH、DSL、ケーブルインターネットをはじめとした高速･超高速通信を可能
とする回線←→ナローバンド回線

1-4-1

無線LAN
無線を使って構築されるLAN。通信方式は、2.4GHz帯を用いるIEEE 802.11b

（最大伝送速度11Mbps）や、5.2GHz帯を用いるIEEE 802.11a（最大伝送速
度54Mbps）等

1-4-2（3）
3-3-1（6）
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メールサーバー ネットワーク上で電子メールの送信や受信を行うためのサーバー 1-3-1（3）

メインフレーム
主に企業の基幹業務システムなどに用いられる、目的、用途を選ばない大型汎
用コンピュータ

1-3-1（2）

迷惑メール 受信者の同意を得ずに送信される広告・宣伝目的の電子メール
1-5-1（3）
3-7-1

ユビキタスネット
ワーク

「いつでも、どこでも、誰でも、何でもアクセスが可能」なネットワーク環境。
なお、ユビキタスとは「いたるところに遍在する」という意味のラテン語に由来
した言葉

1-1-2

ユビキタスネット
社会

ユビキタスネットワーク技術を活用し、いつでも、どこでも、何でも、誰でも
がネットワークに簡単につながる社会像

1-1-1

リモートアクセス
特定のネットワークあるいはそのネットワーク内のコンピュータに、そのネッ
トワークの外部から電話回線などを経由して接続すること

1-3-5

ルーター
異なるネットワーク同士を相互接続するネットワーク機器。ネットワークを流
れてきたデータについて、宛先アドレスから通信経路を選択し、他のネットワー
クへ中継を行うもの。この経路を制御することをルーティングという

3-3-1（1）
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